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ワールドマスターズゲームズ 2027 関西徳島県実行委員会 

ボランティア管理運営業務 提案募集要項 

 

ワールドマスターズゲームズ 2027 関西徳島県実行委員会（以下「実行委員会」という。）

は、「ワールドマスターズゲームズ 2027関西（以下「本大会」という。）」において実行委員

会が主催する競技の各会場、ＷＭＧベース徳島及び臨時大会受付会場等でのボランティア活

動全般を円滑に遂行するため、ボランティアの配置計画作成や問合せ対応、労務管理等、ボ

ランティア活動の管理運営に係る業務を委託するに当たり、専門的知識や豊富な経験を有す

る受託者を選定するため、次により公募によるプロポーザルを実施する。 

 

１ 業務内容 

別添の提案仕様書のとおり 

 

２ 提案に係る見積上限額 

⑴  令和８年度 

金 10,648,000円（消費税及び地方消費税相当額を含む。） 

 

⑵  令和９年度 

金 15,796,000円（消費税及び地方消費税相当額を含む。） 

 

３ 参加資格 

⑴  単独企業による参加 

次に掲げる要件を全て満たす者であること。 

ア  次の（ア）から（コ）までのいずれの事項にも該当しないこと。 

（ア）地方自治法施行令（昭和 22年政令第 16号）第 167条の４の規定に該当する者 

（イ）地方自治法第 244 条の２第 11 項の規定により徳島県又は他の地方公共団体から

の指定の取消しを受けていない者 

（ウ）徳島県建設工事入札参加資格停止措置要綱及び徳島県物品購入等に係る指名停止

等措置要綱に基づく指名停止の措置の対象となっている者 

（エ）暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77

号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又はその構成員（暴力団の

構成団体の構成員を含む。）若しくは暴力団及び構成員でなくなった日から５年を

経過しない者（以下「暴力団の構成員等」という。）の統制下にある団体 

（オ）会社更生法(平成 14年法律第 154号）に基づく更生手続開始の申立て、民事再生

法（平成 11 年法律第 225 号）に基づく再生手続開始の申立て又は破産法（平成 16

年法律第 75号）に基づく破産手続開始の申立てがなされた者 

（カ）私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和 22 年法律第 54号）第３

条又は第８条第１項に違反するとして、公正取引委員会又は関係機関に認定された

日から２年を経過しない者 

（キ）都道府県税（法人事業税・法人県民税等）、法人税、地方法人特別税、消費税及び

地方消費税並びに延滞金等を滞納している者 
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（ク）労働基準法をはじめとする労働関係法令を遵守していない者 

（ケ）役員(法人の監査役及び監事を含む)のうちに、次のいずれかに該当する者がいる

団体 

ａ 成年被後見人又は被保佐人 

ｂ 破産者で復権を得ない者 

ｃ 禁錮以上の刑に処せられ、その刑の執行を終わり、又はその刑の執行を受ける

ことがなくなった日から２年を経過しない者 

（コ）特定の政治活動又は宗教活動等を主たる目的とする団体、公序良俗に反する等適

当でないと認められる者 

 

⑵  共同企業体による参加 

全ての構成員が⑴に掲げる要件を全て満たす者であること。 

 

４ 参加手続等 

⑴  募集のスケジュール 

ア  募集開始   令和８年 10月 22日（木）から  

イ  参加表明の受付期間  令和８年 10月 22日（木）から 

同年 10月 30日（金）午後５時まで 

ウ  質問書の受付期間  令和８年 10月 22日（木）から 

同年 10月 30日（金）午後５時まで 

エ  質問に対する回答  令和８年 11月２日（月）までに回答 

オ  提案書の提出期限   令和８年 11月 17日（火）午後５時まで 

カ  プレゼンテーション出席者の報告  令和８年 11月 17日（火）午後５時まで 

キ  プレゼンテーションの実施 令和８年 11月下旬予定 

ク  選定結果の通知   令和８年 11月下旬予定 

ケ  契約の締結    令和８年 11月下旬 

コ  契約期間     令和９年６月 30日（水）まで 

 

⑵  提出書類等 

区分 提出書類、記載事項等 提出部数 提出方法 

参加表明 ①様式第１号（参加表明書） 

②様式第２号（組織概要及び事業実績） 

③法人の場合は登記簿謄本（履歴事項全

部証明書） 

④直近の事業年度における決算書又は税

務申告 

⑤都道府県税及び国税に未納がないこと

の証明書（提出日において発行の日か

ら３か月以内のもの） 

※共同企業体による参加の場合は、②～

原本 

各１部 

持参又は

郵送（書

留郵便に

限る） 
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⑤に規定する資料について構成する全

ての事業者が提出すること。 

質問及び回答 ①様式第３号（質問書） 

※質問に対する回答は、原則として参加

表明書提出者全員に、電子メールによ

り行う。 

― 電子メー

ル 

提案書等の提出 ①様式第４号（提案書） 

次の内容を記載すること。 

・ 仕様書の各項目に対する提案 

・ 業務に携わるスタッフ体制 

・ 業務実施に係るスケジュール 

・ 業務に係る経費見積り 

※消費税及び地方消費税（税率 10％）

を含めて積算すること。 

※令和８年度及び令和９年度の各年度

の経費見積りを明示すること。 

原本１部 

副本 10部 

持参又は

郵送（書

留郵便に

限る） 

プレゼンテーシ

ョンの出席者 

報告 

①出席者の所属、職及び氏名 

※プロジェクター及びスクリーンが必要

な場合は、当実行委員会で準備するた

め、希望があれば出席者と併せて報告

すること。 

― 電子メール 

（備考） 

１ 提出された書類は、原則として返却しない。 

２ 提出期限後は、提出書類の変更、追加、差替え、再提出又は撤回は認めない。ただ

し、審査に影響を与えない軽微なものは、この限りでない。 

３ 書類等の作成に用いる言語、通貨及び単位は、日本語、日本国通貨、日本の標準時

及び計量法（平成４年法律第 51号）に定める単位とする。 

４ 提出書類は、審査に必要な範囲において複製する場合がある。 

５ 持参による場合は土曜日、日曜日及び祝日以外の日の午前 10 時から午後５時まで

に、郵送等による場合は書留郵便、宅配便等により期限内必着で提出すること。 

また、電子メールによる場合は、送信後、電話で着信の確認をすること。 

６ 質問の内容は、業務内容や手続に関する事項に限るものとし、他の事業者からの提

案書の提出状況や積算に関する内容等の質問は受け付けない。 

 

⑶  提出先 

〒770-8570 徳島市万代町１丁目１番地 

（徳島県観光スポーツ文化部スポーツ振興課ワールドマスターズゲームズ推進室内） 

ワールドマスターズゲームズ 2027関西徳島県実行委員会 

電話番号    088-621-2959 

メールアドレス wmg2027_tloc@mail.pref.tokushima.lg.jp 
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５ 受託候補者の選定 

⑴  選定方法 

実行委員会が設置する選定委員会において、参加者によるプレゼンテーションを実施

した上で、評価基準により総合的に評価して順位付けを行い、最高順位者となった参加

者を受託候補者とする。ただし、審査の結果、いずれの参加者も受託候補者には適切で

ないと判断された場合は、受託候補者を選定しない場合がある。 

また、参加者が１者である場合には、受託候補者としての適否を総合的に評価して受

託候補者を選定する。 

ア  プレゼンテーションの所要時間 

１者当たり 30 分以内（説明 15 分以内、質疑 15 分以内）を予定している。ただし、

参加表明書の提出者が多数の場合は、時間を短縮する場合がある。 

イ  プレゼンテーションに関する注意事項 

（ア）プレゼンテーション開始時間及び実施場所は後日通知する。 

（イ）プレゼンテーションの順番は、実行委員会が厳正な抽選を行い決定する。 

（ウ）プレゼンテーションの出席者は、各参加者最大５名までとし、出席者の所属・

職・氏名を、所定の期日及び時間までにメールで報告すること。 

（エ）プレゼンテーションの開始時間に遅れた場合又はプレゼンテーションを実施し

なかった場合は、審査対象としない。 

（オ）選定委員会は非公開とする。 

（カ）プレゼンテーション時の追加資料の提出及び提示は認めない。 

 

⑵  評価基準 

評価項目 
 

判断基準 
評価の着目点 

提案内容 業務理解・企画

力・独自提案 

配点：60点 

業務の目的、趣旨等を十分に理解し、各業務の流

れや構成等について、十分な知識・知見の下、具

体的な計画となっているか。 

各業務が大会の効果的、効率的な準備・運営等に

資するものとなっているか。また、ボランティア

応募者にとって利便性の高い問合せ・シフト調整

ツール等の独自提案が示されているか。 

①ボランティアからの問合せ対応：20点 

②配置計画の作成等、活動前の事前調整：20点 

③活動期間における管理運営：20点 

業務遂行能力 実績  

配点：10点 

提案内容を裏付ける類似実績等があるか。 

実施体制 

配点：10点 

業務実施に当たり、業務遂行可能な人員体制が確

保されているか。 

スケジュール 

配点：10点 

業務実施に係るスケジュールについて、行程に無

理がなく、作業手順は適切であるか。 
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経費積算の妥当性 

配点：10点 

限られた予算内での効果的かつ効率的な提案が

されており、提案内容と整合が図られているか。 

 

⑶  選定結果等 

ア  プレゼンテーションを実施した全ての参加者に、書面で通知する。また、最優秀提案

者の名称等は、ホームページで公表する。 

イ  選定に係る評価、結果等に関する照会には一切応じない。 

ウ  選定結果に対する異議の申立ては、受け付けない。 

エ  提出書類に係る虚偽の記載が明らかになった場合又は受託候補者に重大な瑕疵があ

った場合、業務遂行の意思が認められない場合若しくは業務遂行能力がないと認めら

れる場合は、選定結果を取り消す場合がある。 

 

６ 注意事項等 

⑴  提案に関する事項 

ア  １者につき、１提案とすること。 

イ  参加表明書を提出した者には、参加表明書類が確認できた者から、提案のため必要

な資料（徳島県ボランティアの日程別・会場別の必要者数及び 10 月 22 日時点の応募

者数（延べ人数・実人数））を提供する。 

ウ  提案のために実行委員会から提供した資料は、許諾なく公表し、又は使用しないこ

と。また、返却する必要があるものについては、プレゼンテーションの実施の日までに

返却すること。 

エ  提案に係る一切の費用（書類作成費、プレゼンテーション参加に係る交通費等）は、

参加者の負担とすること。 

オ  参加表明書提出後に、参加を辞退する場合は、令和８年 11 月 17 日（火）午後５時

までに、様式第５号（辞退届）を持参又は郵送等により提出すること。この場合におい

て、持参による場合は土曜日、日曜日及び祝日以外の日の午前 10 時から午後５時まで

に、郵送等による場合は書留郵便、宅配便等により期限内必着で提出すること。なお、

共同企業体による参加を表明している場合は、構成企業ごとに提出すること。 

カ  成果物及びその構成素材に含まれる第三者の著作権その他の権利についての交渉及

び処理は、受託者が納品前に行うこととし、その経費は業務に係る経費見積額に含め

ること。 

キ  提出された参加表明書、組織概要及び事業実績並びに提案書が次のいずれかに該当

する場合は、その参加表明書等は無効とするものとする。 

（ア）この要項に定める提出方法、提出先又は提出期限に適合しない場合 

（イ）記載すべき事項の全部又は一部が記載されておらず、又は虚偽の内容が記載さ

れている場合 

（ウ）この要項及び仕様書に示した提案に関する条件に適合しない場合 

（エ）その他不正な行為等があったと認められる場合 

 

⑵  契約に関する事項 

ア  実行委員会は、受託候補者の選定後、同者との間で、提案内容及び見積金額を基に具
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体的な契約の履行条件等を協議し、双方が合意に至った場合に契約を締結する。当該

協議が調わない場合は、５⑴による順位付けの次点の者と協議し、双方が合意に至っ

た場合に契約を締結する。 

イ  契約は、令和８年度及び令和９年度に係る業務実施について、契約締結の日から令

和９年６月 30日までを期間として、締結する。 

 

⑶  業務実施に関する事項 

ア  委託業務の遂行により生じた著作権（著作権法（昭和 45年法律第 48号）第 21条か

ら第 28条までに規定する権利をいう。）は、全て委託者に帰属するものとする。また、

受託者は、著作者人格権（同法第 18条から第 20条までに規定する権利をいう。）を行

使しないものとする。 

イ  受託者は、受託する業務を一括して第三者に委託し、又は請け負わせることはでき

ない。ただし、業務を効率的に行う上で必要と認められる場合は、事前に委託者の承諾

を得た上で業務の一部を委託し、又は請け負わせることができる。 

ウ  委託者が保有する資料、画像、映像等は、委託業務を実施するために必要な範囲内

で、委託者から受託者に提供する。受託者は、委託者から資料等の提供を受けたとき

は、責任をもって管理を行うとともに、返却する必要があるものについては業務完了

後速やかに返却すること。また、当該業務の実施以外の目的で、委託者から提供した資

料等を使用することは、認めない。 

エ  受託者は、委託者からの求めに応じて、業務の進捗状況、経費の執行状況等について

報告を行うこととする。 

オ  受託者（受託者が雇用する者等を含む。）は、業務の実施に当たって知り得た秘密を

他に漏らし、又は自己の利益のために利用してはならない。また、成果品及び業務履行

過程で得られた記録を第三者に閲覧させ、複写又は譲渡してはならない。ただし、委託

者の許可を得た場合は、この限りではない。 

カ  受託者は、委託業務を遂行するに当たって個人情報を取り扱う場合は、その取扱い

に十分留意し、漏洩、滅失、毀損の防止その他個人情報の保護に万全を期さなければ

ならない。 


